
この資料では、指導・監査の概要に関するご説明のほか、

実地指導の場でよくお伝えしている内容についてもご紹介いたします。



『この資料のねらい』は３点です。

まず、この資料のタイトルにもなっております「指導」と「監査」について、それぞれ違
いをご説明します。

続いて、実地指導などでよくある指摘事項と普段から特に気を付けるべきことについ
て、最後に、根拠法に則って適切に事業所運営をしていくためのポイント、ご活用い
ただきたい資料などをご紹介します。



指導と監査は合わせて３種類に分けられます。

「実地指導」と「一般監査」、そして「一般監査以外の監査」です。

この資料では「一般監査以外の監査」をカタカナで「カンサ」と表記いたしますので、
あらかじめご了承ください。

内容の違いですが、

実地指導と一般監査は「事業所が国の定める基準に沿って適正に運営されている
か」を確認する「点検」であるのに対し、

「カンサ」は、不正が疑われる場合に行う、指定取り消しも視野に入れた、

不正の事実確認のための「調査」です。

この「点検」と「調査」という目的の違いを意識しながら、これ以降の資料をご覧くださ
い。



「実地指導」とは、給付費を適正に請求するための「指定基準」や「報酬告示」が守ら
れていることを点検するものです。

対象となるのは、全ての指定事業所と指定施設です。

「実地指導」は定期的に実施しているほか、詳しく確認したい事項が生じた場合に
は、事前にお知らせすることなく臨時で実施することもございます。



「一般監査」とは、施設の事業を適正に運営するための「最低基準」が守られていること
を点検するものです。

対象となるのは、障害者支援施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、福祉ホ
ーム、地域活動支援センターです。

指定を受けている①障害者支援施設、②障害児入所施設、③児童発達支援センター
については、スライド４でご説明した「実地指導」と同時に「一般監査」を行っています。



「カンサ」とは、指定の取消事由に該当する可能性が発覚した場合に、事実確認の
ための調査を行うものです。

対象となるのは、給付費の請求の審査や実地指導などにおいて不正等の疑いが発
覚した場合や、

不正が疑われる内容の通報があった場合などです。

必要が生じた際に随時、臨時的に実施しております。



続いて、これらの一連の流れをご説明いたします。

この図は実地指導など不正の疑いが発覚した場合に「カンサ」を経て、

行政処分に至るまでの流れを示したものです。

一番上の段からご覧ください。通報、苦情、給付費審査、そして実地指導・一般監
査の結果、

不正行為等の疑いがあった場合は、カンサを実施するか検討を行います。

その結果、詳しい調査が必要となった場合にカンサに進みます。

この図で注目していただきたいのは、以下の３点です。

１つめ）カンサに進まなくても、報酬請求の誤りが確認された場合は、不当利得とな

り、返還していただきます。

２つめ）監査の結果、改善を要する事項が確認された場合は「勧告」となりますが、

その勧告内容に従わなかった場合は、その旨を「公表」することがあります。

さらに、不正利得がある場合は、経済上の措置として加算金を最大４割上

乗せした金額で返還を求めることがあります。

３つめ）監査で重篤な違反が認められた場合などについては、一定の手続きを経て

指定の取消か、指定の効力の全部または一部を停止する行政処分となりま

す。この場合は、公示のほか記者発表も行います。



今年度は既に３件の行政処分を行いました。

2件は指定取消、もう１件は効力の一部停止です。

このうち、最も重い処分である指定取り消しについて概要をご紹介します。

１件目は、就労移行支援と就労継続支援A型の多機能型事業所「スプリント花京院
センター」に対して処分を行ったものです。

処分理由は、指定申請の際、勤務の実態がない者を職員として記載し、

虚偽の内容で指定を受けたことと、その後も虚偽の内容で届出を出し続け、給付費
を不正に請求したことです。

これによる不正利得額は約940万円ですが、実際の返還対象額としては、

障害者総合支援法に則りさらに４割を加算した約1,316万円となりました。



２件目は、グループホーム「ぴねの森」に対する処分です。

こちらの処分理由は、直接処遇職員の配置が人員基準を満たしておらず、

平成31年4月にはサービス管理責任者が不在、9月30日以降は従業者が1名のみと
なり、10月4日時点において、支援を行う者が誰もいなくなったことと、

支援を行う者が誰もいなくなったにも関わらず、利用者に必要なサービスが継続的に
提供されるよう、他の障害福祉サービス事業所等との連絡調整などを行わず、管理者
自身が行方不明となり、障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ったこと、また、
これらに伴う減算の届出を行わず、不正に訓練等給付費を請求したことです。

これによる不正利得額は約680万円で、先ほどと同様、４割の加算により実際の返還
対象額は約952万円となりました。



指定取り消し、効力停止などの行政処分を行った場合は、各報道機関にお知らせ
するため、事業所の運営法人、事業所の名称、処分の内容が記者発表資料として
市のホームページで公表されます。

過去の行政処分についても、一部は現在も掲載しております。



今年度の行政処分については、全国紙４紙及び河北新報で報じられました。

法人の名称、事業所の名称、処分理由等が記されています。

行政処分が行われた場合、このように大きく注目されるのだということも

この機会に知っていただきたいと思い、紹介させていただきました。

これらの事業者は、国が定める指定基準などを守っていなかったために行政処分となり
ました。

皆様におかれましては、普段から適切に事業所運営を行われていると思いますが、

適切に運営しているつもりが、気づかずに違反していたということもあり得ることです。



ここで今一度ご認識いただきたいのが、みなさまの事業者としての社会的責任につ
いてです。

ご承知の通り、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく指定事業は公費(税金)

で運用されており、その指定事業者となった皆様には、国が定める指定基準を遵守
し、公的サービスの担い手として適切に事業を運営する社会的責任がございます。

そのため、不適切な運営を行った場合には、よりいっそう厳しい目で見られることと

なります。

改めて皆様におかれましては、障害者の日常生活及び社会生活を支える社会的基

盤としての役割があることをご留意くださいますよう、お願いいたします。



ここからは、よくある指摘事項についてご説明いたします。

まずご紹介したいのが、ピンク色のキャラクター「ココロン」が本を読んでいる表紙の「
よくある指摘事項事例集」です。

本市のホームページでダウンロードできる資料で、今月、内容を一部修正しました。

こちらは、実際に指摘が多い事項を具体的に紹介し、

本来はどうしなければいけないかを「気を付けていただきたいこと」として掲載してお
ります。

また、根拠となる省令や通知の調べ方についても掲載しておりますので、

ぜひご活用いただきたいと考えております。



こちらは実際の内容の一部です。このようなレイアウトになっております。

各項目の上部に、対象となるサービスを表示しています。

また、項目ごとに根拠となる省令や告示などの条項を掲載しています。

省令や告示の種類については、巻末に付録として掲載しています。



こちらは事例集の目次です。

この赤で囲んだ項目については特に指摘が多いため、事例集の内容を抜粋した形
でそれぞれご説明いたします。



ここからは、ご覧の５つの事例について説明いたします。

スライドのスペースの関係上、事例集とは記載内容を一部省略・

変更しておりますので、あらかじめご承知おきください。



１つめは、記録の作成についてです。

定期的な研修や避難訓練など、実際には実施していながら、

記録を残していないために指摘させていただくことがあります。

気を付けていただきたいこととして、支援や運営がしっかり行われていても、

記録がなければ利用者の家族などから説明を求められても事実を証明することが

できないほか、次に担当される方が十分に引き継げないおそれもありますので、

記録するまでが支援、運営であると意識していただきたいと思います。

またその記録は、基準省令により、記録した内容が完結した日から５年間

保存しなければならないと定められておりますので、この点もご注意ください。



続いて、欠席時対応加算などの加算を算定するにあたり、算定の要件を満たしてい
ない例です。

ここでは欠席時対応加算についてご説明します。

こちらは、あらかじめ利用を予定していた日に急病等により欠席するとの連絡を受け
た場合に、連絡調整などの相談援助を行い、記録することで算定できるものですが、
その記録がないために、あらかじめ予定があった日なのか、利用予定日の前々日ま
でに連絡があったのか、相談援助を行ったのかが確認できない事例です。



事例集では具体的な記録の記載例を紹介しております。

こちらが実際に掲載している記入例です。

このように、どの利用者について、誰から誰がいつ、どのような内容の連絡を受け、

次回の支援日がいつで、どのように対応したかを記録してください。

なお、報酬請求については、日頃から自主点検を行うようにしてください。

自主点検の結果、既に請求した加算等が要件を満たしていなかったことに気づい
た場合は、速やかに過誤返戻の手続きを行ってください。



続いて、利用者に支払いを求めることができる金銭についてです。

こちらは、通常の利用料金の他に支払いを求める日用品費などの負担額を

設定されていながら、その内容や金額の算定根拠が明確でなかったり、根拠はあっ
てもそれを設定した際の算定記録がない事例です。

また、利用者への説明が適切になされていないことについても指摘する事例があり
ます。

利用者に支払いを求めることができる費目は、サービスにより定められています。

金額はすべて実費相当額ですので、これらの設定額は定期的に見直し、

利用者に対して必ず設定額の根拠を説明し、同意を得てください。

同意を得る方法として、利用契約書や重要事項説明書にこれらの内容を記載したり

別に書面で確認書を作るなど、書面で行っておくことをお勧めいたします。



なお、利用者負担額等については、条件が詳細に定められておりますので、

事例集の別冊で詳しく説明しております。こちらもホームページに掲載しております
ので、併せてご確認ください。



続いて、個別支援計画についてです。

個別支援計画の作成が必要なサービス種別については、本来、利用者への支援は

個別支援計画に基づいて行われなければいけませんが、

それが作成されていなかったり、利用者や家族へ内容が説明されていない事例が
ありました。

ある程度日々の様子を確認したうえで作成したいといった場合でも、少なくとも

利用開始から概ね１月以内には、利用者又は家族の同意を得て作成して下さい。

また、事例１の記録にも関連しますが、個別支援計画を作るための会議を開いて

いなかったり、会議を開いてもその内容が記録されていない事例もありましたので、

その点もご注意ください。

また、訪問系のサービスの場合は、居宅介護計画を作成し、

常に所要時間の把握と見直しが必要となります。報酬請求の根拠となるものですの
で、適切に運用してください。



事例の最後は、会計の区分についてです。

皆様の中には、法人として複数の事業所を運営していたり、

多機能型事業所を運営されている方もいらっしゃいますが、

その場合、事業所ごと、事業ごとに会計を区分する必要があります。

また、生活介護や就労系の事業所など、生産活動を行う事業においては、

利用者に賃金または工賃を適正に支払うため、さらに生産活動にかかる会計を

区分しなければなりません。これもよくある指摘です。

ここまで５つの事例をご紹介してきましたが、

これらの内容も含め、先ほどご紹介した事例集にはより詳しく記載しておりますので

繰り返しになりますが、ぜひご活用いただき、今一度適切に運営されているかを再
点検いただければと思います。



続いて、特に注意していただきたいことについてご説明します。

こちらは大きく３点です。

一部、よくある指摘事項と内容が重複いたしますが、

それだけ間違いやトラブルが起きやすい重要なポイントですので、重ねて説明させ
ていただきます。



１つ目は、常に根拠を確認しながら、

普段の支援や手続きを行っていただきたいという点です。

厚労省のホームページでこのように「省令・告示」として

随時情報発信されておりますが、複数のものを併せて確認しなければならないよう
な内容となっているため、非常に分かりにくいと思います。

これらを体系的に整理したものとして、市販の書籍がいくつか発行されておりますの
で、使いやすいものを選んで活用すると便利です。



市販の書籍は最新版として毎年度発行されているものが多く、

厚労省による省令・告示や関係通知などを反映した内容で、

サービス種類別に整理されています。

このような書籍は複数の出版社から発行されており、画像はその一例です。



続いて、変更の届出についてです。

支援体制や報酬請求の要件に変更があった場合などに届出が必要となりますが、

期限までに提出されなかったり、届出の必要があることを知らなかったという事例がたび
たびございます。

特に減算の届出や加算の要件を満たさなくなった場合の届出が遅れてしまうと、

それだけ返戻額が大きくなってしまいますので、

どのような場合に、いつまでに届出が必要かについては日頃から意識して頂きたいと思
います。

届出の詳細については本市ホームページで公開している「各種届出に関する手引き」
に記載しております。

こちらも、事例集と同様、今月、内容を一部修正いたしましたので、届出にあたっては、
必ず最新版をご確認くださいますようお願いいたします。



こちらは記載内容の一部抜粋です。



こちらが目次です。

ご覧のように、手続きの段階別、項目別に細かく記しておりますので、

届出が必要かどうか、必要な場合は何を出せばよいかなどについては、

まずこの手引きをご覧いただければと思います。



３つめは、利用者等への説明についてです。

実際にあった事例として、利用者の方から、

「利用契約したが、サービス内容や利用料金、負担金について説明されていない」

というご相談がありました。

先ほどの「よくある指摘事例」でもご紹介しましたが、

利用者の同意を得ないまま文書を作成しても「作成した」とは言えませんし、

文書にすることはいわゆる「言った、言わない」を未然に防ぐためのものでもあります。

指定基準の解釈通知においても「文書を交付して懇切丁寧に説明を行うこと」と定めら
れています。

特にお金に関することは利用者の生活に大きく関わる部分ですので、

こちらも繰り返しの説明になりますが、負担金の根拠は明確にし、

利用者やご家族への説明は丁寧に、しっかりと理解を得ながら行うようにしてください。



最後に、まとめです。

皆様は本市からの指定を受けてサービスを提供いただいておりますが、

指定を受けた事業者は、その指定基準を遵守する義務がございます。

その義務が果たされているかどうかを点検するのが実地指導と一般監査で、

果たされていないおそれがある場合に調査させていただくのがいわゆるカンサです。

それらの基準が守られるよう実地指導を行っておりますが、

まずは事例集や手引き、根拠法令に関する市販の書籍などを活用し、

適切な事業所運営に努めていただきますようお願いいたします。

皆様の事業所運営の状況を拝見するため、事前にお知らせすることなく

お邪魔することもございますが、ありのままをお見せいただいて結構です。

そのうえで、必要に応じて助言できればと考えております。

仙台市も法人・事業所のみなさまも、

「利用者の方へより良い支援、サービスを提供したい」という点で

目指しているところは同じです。

今後ともよろしくお願い申し上げます。


